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第７ 人材の確保及び介護現場の生産性の向上の推進  

＜現状と課題＞ 

○ 福祉・介護現場では離職率が高い傾向で推移し、労働移動が激しい状況にあ

り、有効求人倍率は全職種と比較して高い水準にあります。介護人材の需給推

計によれば、令和８(2026)年には2,749人、令和22(2040)年には2,816人の介護

職員が不足する見込みであり、介護人材の確保は喫緊の課題です。 

○ 少子高齢化の進行等により、生産年齢人口が減少する中で、拡大する福祉・

介護ニーズに的確に対応するためには、多様な人材の確保に努めるとともに、

専門的知識・技能を備えた質の高い人材の計画的・安定的な養成と定着を図る

ことが必要です。 

○ 人材の確保と定着のためには、労働条件や職場環境の改善が重要です。本県

における介護職員処遇改善加算の取得割合は、全国平均より低いため、加算の

取得による処遇改善の一層の推進が必要です。 

○ また、生産年齢人口の減少により、介護分野の人的制約が強まる中、職場環

境の改善等の取組を通じ、職員の負担軽減を図るとともに、ケアの充実等、介

護サービスの質の向上へつなげていくなど、生産性向上の推進に取り組んで

いくことが必要です。 

 

＜七次プランの数値目標の達成状況＞ 

（単位：人） 

指 標 令和元年度 目標値(R5年度) 直近値(R4年度) 達 成 率 

県福祉人材センターの有効

求職登録者数（月平均） 
294 366 339 62.5％ 

▼ 県福祉人材センターの有効求職登録者数は、目標のペースを下回っていますが、引き続
き、きめ細やかな就労支援による人材の参入促進に取り組みます。 

（単位：人） 

指 標 令和元年度 目標値(R5年度) 直近値(R4年度) 達 成 率 

介護支援専門員登録者数（累計） 9,461 10,000 9,933 87.6％ 

▼ 介護支援専門員登録者数は順調に推移し、目標を達成する見込みです。 

（単位：人） 

指 標 令和元年度 目標値(R5年度) 直近値(R4年度) 達 成 率 

介護員養成研修修了者数（累計） 5,613 7,400 7,215 89.6％ 

▼ 介護員養成研修修了者数は概ね順調に推移し、目標を達成する見込みです。 
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Ⅱ 高齢者が活躍する地域社会の実現 

第１ 社会参画の促進  

 

１ 高齢者の活力発揮による多様な社会参画の促進 

 高齢者が、住み慣れた地域において役割を持ち、自らの意欲や知識・経験に応じ

て活躍できるよう、ボランティア・ＮＰＯ活動や趣味、スポーツなど、多様で主体

的な社会参画を促進します。 

＜現状と課題＞ 

○ 県版「ねんりんピック」などのスポーツ・文化活動やコミュニティ・スクー

ルでの活動などへの高齢者の参加を促進するとともに、老人クラブを中心と

した高齢者が生活支援サービス等の担い手となるよう取り組むなど、高齢者

の主体的な社会参画を推進してきたところです。 

  今後、ますます少子高齢化が進行する中、地域の活力を維持していくために

は、高齢者がこれまで培ってきた知識や技能等を活かしながら、地域社会に

参画し、活躍できるよう、更に支援していくことが重要です。 

＜七次プランの数値目標の達成状況＞ 

（単位：人） 

指 標 令和元年度 目標値(R5年度) 直近値(R5年度) 達 成 率 

日常生活支援の担い手となる

「活動推進リーダー」養成数 
198 300 299 99.0％ 

▼ 「活動推進リーダー」の養成に取り組んだ結果、令和5年度末で299人となり、計画どおりに

養成しています。 

（単位：％） 

指 標 平成29年度 目標値(R5年度) 直近値(R4年度) 達 成 率 

65歳から69歳までの働く男女の割合 45.4 57.0 51.0 48.3％ 

▼ 目標を下回っており、コロナ禍により就労意欲が弱まったと推測されます。引き続き、多様
で柔軟な働き方の導入に向けた取組等を進めていきます。 

＜取組方針＞ 

 高齢化が更に進行する中、高齢者がその豊かな知識や経験、技能等を活かし、

地域を支える担い手として積極的に社会参画することが期待されています。 

 また、社会参画することが、社会貢献による生きがいづくりや介護予防にもつな

がることから、ボランティアや就労等で高齢者が活躍する生涯現役社会の実現に向

けた取組を推進します。 
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